
日時：令和 2年 3月 31 日（火）14:00～16:00 

場所：名古屋能楽堂 会議室 

会 議 次 第 

1 開会 

2 あいさつ 

3 議事 

（1）全体整備検討会議及び各部会の関係性の整理について  ＜資料 1＞ 

（2）「名古屋城展示収蔵施設（仮称）外構工事」における特別史跡のき損について 

 ＜資料 2＞ 

（3）名古屋城天守閣整備事業にかかる「新たな工程」の素案について  ＜資料 3＞ 

4 閉会 

特別史跡名古屋城跡全体整備検討会議（第 30 回） 
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資料１－１

埋蔵文化財について意見聴取する担当部会について 

 今回、特別史跡名古屋城跡において発生した地下遺構き損事故について、事の

重大さに鑑み、有識者の指導・助言を得ながら現況を精査し、遺構のき損状況の

正確な記録を作成するとともに、徹底した再発防止策、石列の詳細な調査、石列

の修復方法をすみやかに検討する必要がある。 

石垣部会には埋蔵文化財に精通している構成員がおり、また、御深井丸の埋蔵

文化財についても検討することとなっていることから、特別史跡名古屋城跡に

おける埋蔵文化財については基本的に石垣部会から意見聴取することとしたい。 

これに合わせ、部会の名称を「石垣・埋蔵文化財部会」に改称する。 

＜埋蔵文化財に関する検討事項の取り扱いについて＞ 

○埋蔵文化財については、他の部会で主として所管する検討事項に関連するも

のを除き、石垣・埋蔵文化財部会の所管とする。 

○他の部会で主として意見聴取すべき検討事項については、まず、全体整備検討

会議から該当する部会に下ろして意見聴取したうえで、その結果を全体整備

検討会議に諮り、その中の埋蔵文化財に関する事については、全体整備検討会

議から、石垣・埋蔵文化財部会に意見を求める。 



資料１－２

複数の部会に関連する検討事項の取扱いについて 

全体整備検討会議のもと、専門の事項を検討するため、４つの部会が設置され 

ているが、複数の部会に関連する検討事項について、それぞれの部会の意見を調 

整し、総合的な意見を機動的に聴取するために全体整備検討会議のもとに調整 

会議を新設したい。 

○全体整備会議の下に複数の部会に関連する検討事項について事前に幅広く意

見聴取を行う調整会議を設置し、全体整備会議で必要と認めた検討事項につ

いて意見聴取する。 

○調整会議に招集する構成員は関係する部会座長と相談のうえ市長が招集する。 

○調整会議は、非公開で開催し、議事進行は市が行う。 

○調整会議で意見聴取した検討事項に対して出された意見は、市が取りまとめ

を行い、全体整備検討会議に諮った上で、それぞれ関係する部会に検討事項と

ともに付議する。 

○それぞれの関係する部会で検討事項について意見聴取し、その結果を全体整

備検討会議に諮り最終的な方向性を決定する。 



全体整備検討会議及び各部会の関係性の整理について 

＜ 現 状 ＞                               ＜ 今 後 ＞ 

部会 検討内容 部会 検討内容

全体整備検討会議

(1) 特別史跡名古屋城跡の全体整備に関すること。

(2) 特別史跡名古屋城跡の保存活用に関すること。

(3) 名古屋城本丸御殿の復元整備に関すること。

全体整備検討会議

(1) 特別史跡名古屋城跡の全体整備に関すること。

(2) 特別史跡名古屋城跡の保存活用に関すること。

部会 検討内容 部会 検討内容

建造物部会

(1) 名古屋城本丸御殿の復元整備に関すること。 

(2) その他特別史跡名古屋城跡の建造物の整備に関すること。た

だし、天守閣の整備に関することを除く。

建造物部会

(1) 特別史跡名古屋城跡の建造物の整備に関すること。ただし、

天守閣の整備に関することを除く。

石垣部会

(1) 本丸搦手馬出周辺の石垣修復に関すること。

(2) その他特別史跡名古屋城跡の石垣の整備に関すること。

石垣・埋蔵文化財

部会

(1) 本丸搦手馬出周辺の石垣修復に関すること。

(2) その他特別史跡名古屋城跡の石垣の整備に関すること。

(3)特別史跡名古屋城跡の埋蔵文化財に関すること。 

（他の部会で主として意見聴取すべき検討事項については、ま

ず、全体整備検討会議から該当する部会に下ろして意見聴取し

たうえで、その結果を全体整備検討会議に諮り、その中の埋蔵

文化財に関する事については、全体整備検討会議から、石垣・

埋蔵文化財部会に意見を求める。） 

庭園部会

(1) 二之丸庭園の整備に関すること。

(2) その他特別史跡名古屋城跡の庭園等の整備に関すること。 庭園部会

(1) 二之丸庭園の整備に関すること。

(2) その他特別史跡名古屋城跡の庭園等の整備に関すること。

天守閣部会

(1) 天守閣の整備に関すること。

天守閣部会

(1) 天守閣の整備に関すること。

調整会議 
複数の部会に関連する検討事項について、それぞれの部会の意見

を事前に調整する。 

報告 

② 意見・報告 

全体整備検討会議から再付議
された議事に対し、専門的見地
から意見を述べる。 
全体整備検討会議へ報告する。

① 再付議 

より慎重かつ丁寧な検討を行い、専門的
見地から意見を述べる必要がある場合、
所管する部会に再付議する。 

名古屋市

意見 

意見 

意見 

意見 

付議 ③ 最終意見 

各部会の意見を踏まえ、
最終的な意見を述べる。

付議 

付議 

報告 再付議 

資料１－３



資料２

 特別史跡名古屋城跡における遺構のき損等事故再発防止対策（中間案）概要 

ま 

※今後、文化庁や有識者、法律の専門家などの意見を踏まえ修正加筆し、

最終の「再発防止対策」としてまとめる。

特

別

史

跡

名

古

屋

城

跡

の

適

切

な

保

存

活

用

問題点・原因 再発防止対策

史跡の保存のための基本的な考え方の徹

底と共有（P.18）

○史跡の保存に影響を及ぼす可能性がある行為

の計画に際しての基本的な考え方の徹底 

○史跡の整備事業の進め方の整理と共有

工事現場で工事監督・立会いを適切に行

うための統一的な手順の明確化（P.22）

○工事における手順の明確化 

○学芸員による確実な立会いの実施

各段階におけるチェック機能の強化（P.21）

○現状変更許可申請の提出時のチェック体制

の強化 

○有識者会議によるチェック機能の発揮 

＜基本的な考え方＞ 

国民の貴重な財産である特別史跡の一部をき損したことは、国民の信頼を裏切る行為であり、決して許さ

れるものではない。二度とこのようなことが起きないよう、組織を挙げて文化財保護法の趣旨の徹底を図

るとともに、き損が生じた経緯及び原因の究明を行い、これに基づき徹底した再発防止対策の構築と確実

な実行をしていく。

【問題点】 

○整備に先立ち試掘調査を行ったが、遺構の状態を確認するには十分とは言えな

い調査であった。 

○その試掘調査に基づき、外構工事の設計を行った際、保存整備室と調査研究セ

ンターの間で、十分な情報共有ができず、また内容をしっかり確認しなかった

ため、本来、掘削を行わないように設計するべきところ、掘削を伴う設計とし

たばかりでなく、掘削の深さの設定が適切ではないという事態が生じた。

○この設計に基づき、現状変更許可申請を行ったが、保存整備室では、申請書に

立会いを行うことを明記した部分についてのみ立会いが必要との認識であっ

た。また、この段階での工事内容についてのチェックが名古屋城総合事務所に

おいても、教育委員会事務局文化財保護室においても適切に行われなかった。

○保存整備室では、立会いを明記した部分についてのみ調査研究センターに立会

いを依頼した。調査研究センター学芸員は、立会いを行う範囲に齟齬があるこ

とを認識していたが、組織的に解決することができず、齟齬を解消することが

できなかった。 

○工事の施工段階においては、保存整備室では日々の作業内容を把握しておら

ず、学芸員も立会い依頼があった地点以外の状況を把握していなかったため、

当該地点で掘削が行われることを誰も把握していなかった。

○そのような中、当該地点における学芸員の立会いがない状態で施工業者が掘削

を行ったが、人力との指示がなく、また遺構についての説明も行わなかったた

め、石列が遺構であるとの認識がないまま重機により掘削を進め、遺構を大規

模にき損した。 

○また、この間、有識者に諮るという手続きを行わなかったため、有識者のチェ

ックを受けることがなかった。

【原因】 

○各種の工事等から史跡を保存するという基本的な考え方について、名古屋城

総合事務所内における共有・連携の仕組みが十分ではなく、それぞれの組織・

個人が独自の判断をしていた。 

○名古屋城総合事務所内の整備部門と調査部門の間の意思疎通を図る機会や仕

組みが十分でなく、さらには教育委員会事務局文化財保護室との役割分担が

不明確であったために、問題点を確認し、修正することができなかった。 

○工事に至るまでの各段階におけるチェック機能が適切に果たされなかった。 

○実際の工事現場での工事監督・立会いが適切に行われているかを確認し、修正

することができなかった。 

○国民の財産である特別史跡を管理していることの認識の徹底や、名古屋城総

合事務所の職員の知識・経験の向上など、中長期的、継続的に取り組むべきこ

とが十分に行われてこなかった。

これらの原因が各段階において積み重なったことで、重大な事態を招くこととな

った。特別史跡を管理しているという責任を深く自覚し、あらゆる段階で起こり

うるミスすべてを未然に防ぐための仕組みを講じることが、事故の再発を防止す

る策となると考える。

組織間の意思疎通と役割分担の明確化（P.19）

特別史跡を適切に管理するため、今後継

続的に取り組む対策（P.23）

○職員の特別史跡に対する意識の改革と能力

の向上 

○学芸員の能力・経験の向上

○事業執行体制の強化 

○外部監査制度の導入



特別史跡名古屋城跡における 

遺構のき損等事故再発防止対策 

（中間案） 

令和 2 年 3 月 31 日 

名古屋市観光文化交流局 名古屋城総合事務所  

名古屋市教育委員会事務局 文化財保護室 
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1．はじめに 

令和 2 年 3 月 2 日、名古屋城重要文化財等展示収蔵施設の外構工事を実施

していた際に、六番御蔵の東側の縁にあたる位置にあった石列をき損すると

いう重大な事態を引き起こしました。 

もとより特別史跡は国民の貴重な財産であり、その一部をき損したことは、

国民の皆様の信頼を裏切る行為であり、決して許されるものではありません。

国民の皆様に深くお詫び申し上げます。 

これまで名古屋城総合事務所では、昨年 4 月に名古屋城調査研究センター

を設置し、特別史跡名古屋城跡の学術的かつ組織的な調査研究体制を構築し

たほか、令和 2 年度からはさらなる学芸員の増員を含む総合事務所の体制強

化を図ることとしておりました。また、搦手馬出石垣や名勝二之丸庭園など

に関連する整備・工事が目白押しなため、適切な整備を実施する観点からの

設計、監督を強化していくこととしておりました。 

しかし、今般のき損事故は、特別史跡の管理団体として全てが甘いと批判

されても致し方ない、全国でも例を見ない失態だと考えております。 

二度とこのようなことが起きないよう、組織を挙げて文化財保護法の趣旨

の徹底を図り、文化財が国民の財産であることを深く自覚するとともに、文

化庁からの指摘を真摯に受け止め、き損が生じた経緯及び原因の究明を行い、

これに基づく徹底した再発防止策の構築と確実な実行をしていく以外、信頼

回復の道はないと認識しております。 

以下は、そうした基本認識に基づき、「名古屋市職員の倫理の保持に関する

条例」に則り、観光文化交流局に設置されている行政監理委員会（倫理監 

局長）の下に「名古屋城展示収蔵施設（仮称）外構工事地下遺構き損事故調

査委員会（以下「事故調査委員会」という。）」を設置し、教育委員会事務局

文化財保護室と共同して、様々な角度から検討した内容を「中間案」として

まとめたものです。今後、文化庁や有識者、法律の専門家などの意見を踏ま

え修正加筆し、最終の「遺構のき損等事故再発防止対策」としてまとめる所

存です。そして、一から出直す覚悟で全力で取り組んでまいります。 
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2．き損の状況及び経緯 

○発生日時 

  令和 2 年 3 月 2 日 午後 1 時 30 分から午後 2 時 30 分頃 

○発生場所 

  名古屋城西之丸（中区本丸 1 番 1 号）  

○状況 

・名古屋城重要文化財等展示収蔵施設の外構工事として、六番御蔵（ろくば

んおくら）の地表面表示のための基礎工事を行っていたが、掘削の深さが

遺構面に達しないと判断したため、学芸員の立会いを要さないものとして

重機による掘削を行っていた。その際、六番御蔵の東側の縁にあたる位置

にあった石列（せきれつ）をき損した。 

・石列の中には、柱を立てる束石（つかいし）と思われる石が一定間隔で並

んでいることから、六番御蔵の基礎等に関連した石列である可能性が高い。 
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○外構工事に関する計画段階からの経緯 

時 期 内 容 

平成 23 年 12 月 
全体整備計画の中で、西之丸に展示収蔵施設を配置する案を、

全体整備検討会議に諮る 

平成 24 年 12 月 
展示収蔵施設計画全体の試掘調査 

全体整備検討会議構成員の試掘現場視察、会議への結果報告 

平成 29 年 3 月 
外構工事設計 

全体整備検討会議へ、外構整備計画報告 

平成 29 年 11 月 （展示収蔵施設建築工事着工） 

平成 30 年 12 月 全体整備検討会議へ、外構工事の概要、スケジュール報告 

平成 31 年 3 月 蔵跡位置確認のための試掘調査 

令和元年 8 月 外構工事修正設計（試掘調査の結果から、蔵跡表示位置を設定）

令和元年 10 月 
外構工事入札公告 

現状変更許可申請提出 

令和元年 11 月 

現状変更許可 

施工業者決定、工事着手打合せ（特別史跡内の工事であること

は伝えるものの、具体的な資料提供等は行わず） 

令和 2 年3 月 2日 き損事故発生 

○事故発生後の経緯 

日 時 内 容 

3 月 2 日 

午後 1 時 30 分 
六番御蔵地表面表示基礎工事（東側）のため、施工

業者がバックホウによる掘削開始 

午後 2 時 30 分 

近くにいた名古屋城調査研究センター学芸員が工

事により石が掘り上げられている状況を発見し、作

業中止を指示 

午後 2 時 40 分 

名古屋城総合事務所保存整備室主査が施工業者の

現場代理人とともに現地を確認した後、掘削を伴う

工事中止を指示 
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午後 6 時 15 分 
教育委員会事務局文化財保護室主査へ報告し、3 日

朝に現地を確認する旨を打合せ 

3 月 3 日 

午前 9 時 30 分 教育委員会事務局文化財保護室主査が現地を確認 

午前 10 時 

現地の状況を確認するため、掘削範囲の精査開始 

・石列の周囲を清掃し、取り外された石の抜き取り

痕跡など現地の状況を把握 

・掘り出された石材について数量を把握 

・掘削範囲等、簡易な記録を作成 

午前 10 時 30 分 

教育委員会事務局文化財保護室長が現地を確認し、

状況を可能な限り取りまとめ、文化庁へ報告できる

よう整理する旨を打合せ 

午後 1 時 施工業者より 3 月 4 日以降の工事休工の申入れ 

午後 5 時 
教育委員会事務局文化財保護室長がき損発生の事

実を文化庁へ電話で報告 

午後 9 時 15 分 観光文化交流局長へ報告 

3 月 4 日 

午前 10 時 40 分 
教育委員会事務局文化財保護室から文化庁へ資料

をメール送信後、電話で状況説明 

午前 11 時 文化庁より詳しい状況説明の要請 

午前 11 時 45 分 市長へ報告 

午後 2 時 30 分 教育長へ報告 

3 月 5 日 
午前 10 時 

名古屋城総合事務所長及び教育委員会事務局文化

財保護室長等が文化庁を訪問の上、状況説明 

午後 5 時 30 分 記者会見を開き、報道機関へ発表 

3 月 6 日 午前 9 時 
行政監理委員会を開催し、「事故調査委員会」を設

置 

3 月 8 日 午後 1 時 有識者による現地視察 

3 月 9 日 午後 5 時 30 分 
名古屋城総合事務所長及び教育委員会事務局文化

財保護室長等が文化庁を訪問の上、追加説明 

3 月 10 日 午前 10 時  経済水道委員会における説明・質疑 

3 月 11 日 午前 10 時  教育子ども委員会における説明・質疑 
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午後 1 時 30 分 有識者による現地視察 

3 月 12 日 

午前 10 時  経済水道委員会における説明・質疑 

午後 6 時 30 分 
教育委員会事務局文化財保護室を通じて文化庁へ

「き損届」を郵送 

3 月 13 日 

午前 10 時  教育子ども委員会における説明・質疑 

午前 10 時 30 分 有識者による現地視察 

午後 2 時 15 分 

き損事故調査委員会 

名古屋城総合事務所に特別史跡名古屋城跡き損防

止対策検討委員会（以下、「き損防止対策検討委員

会」という。）を設置 

3 月 16 日 午後 3 時  き損防止対策検討委員会 

3 月 18 日 午前 10 時  き損防止対策検討委員会 

3 月 19 日 
午前 9 時 

き損事故調査委員会 
午後 5 時 30 分 

3 月 20 日 午後 2 時 
特別史跡名古屋城跡全体整備検討会議石垣部会へ

報告 

3 月 23 日 
午後 1 時  き損防止対策検討委員会 

午後 4 時 30 分  き損事故調査委員会 

3 月 26 日 午前 10 時 

名古屋城総合事務所長及び教育委員会事務局文化

財保護室長等が文化庁を訪問の上、文化庁へ再発防

止対策について中間報告 

3 月 31 日 午後 2 時  特別史跡名古屋城跡全体整備検討会議へ報告 
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○状況写真 

写真 1 残った石列の状況

写真 2 現場状況／北から       写真 3 き損した石材状況／北から

写真 4 石列残存状況／北東から    写真 5 石列残存状況／東から 
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○滅失・き損の事実の生じた当時における監理の状況 

・西之丸における展示収蔵施設外構工事について、令和元年 11 月 15 日付け

元受文庁第 4 号の 1181 で現状変更の許可を受け、施工を進めていた。 

・工事エリアは、一般見学者が立ち入れないよう、工事用フェンスで囲い、

請負業者が工事を実施していた。 

・き損が生じた当時、き損が生じた箇所においては、請負業者が重機により

掘削を進めていた。監督員は作業現場での立会いを行っておらず、名古屋

城調査研究センターの学芸員は、工事エリア内の、き損が生じた箇所とは

別の場所において立会いを行っていた。 

【発生時の関係者の所在位置】

学芸員 1

（配管設置のための

トレンチの中で作業

き損場所との間に

土砂の山があり見通せず）

学芸員 2

（桝設置のための深い

トレンチの中で作業）

工事監督

（一次下請）

土
砂
の
山

現場代理人

（元請）

き損場所

二次下請作業員 2 名で施工

重機オペレータ 1 名

手元作業員   1 名

保存整備室

整備担当者

監理技術者

（元請）

保存整備室

担当監督員 週休日

総括監督員 本庁舎

外構工事現場詰所 名古屋城総合事務所 

主任監督員

（執務室内で事務作業をしており、

工事現場には立ち会っておらず）
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【現状変更許可通知書】
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3．き損事故につながった問題点とその原因の分析 

試掘調査時まで遡り、関係者へのヒアリングや設計図書等書類の確認を行い、

今回のき損事故につながった問題点とその問題点が生じた原因について、名古

屋城総合事務所と教育委員会事務局文化財保護室がそれぞれの立場から段階

に応じて検証・分析を行った。 

＜表中の記載について＞ 

保存整備室 名古屋城総合事務所保存整備室

調査研究センター 名古屋城総合事務所名古屋城調査研究センター

文化財保護室 教育委員会事務局文化財保護室

【名古屋城総合事務所】 

段階 事故につながった問題点 問題点が生じた原因 

試

掘

調

査 

・平成 24 年度の展示収蔵施設の全体計

画を検討する目的で行った試掘では、

六番御蔵の南側の石列遺構を確認し

ているが、北側の遺構を確認するため

に行った平成 30 年度の試掘では、近

世包含層を確認したが、石列を確認で

きないまま終了した。 

・試掘の目的が組織内で共有されてい

なかった。 

・年度末であったことと人事異動があ

ったことの影響により、平成 30 年度

の成果が十分ではないことが学芸員

間でも、工事担当者との間でも共有さ

れていなかった。そのため組織的に議

論することもなく、また再調査するこ

ともなく、設計に移行した。 

設

計 

・保存整備室は、本工事の場合、現況地

盤を掘削することなく構造物を設置

すべきところ、掘削を行う設計として

いた。 

・保存整備室は学芸員から提示された

平成 24 年に確認した石列遺構の意味

するところを十分理解せず、平成 30

・保存整備室は、史跡整備に関する知識

を共有できず、設計内容をチェックす

ることができなかった。 

・保存整備室は、学芸員から調査成果の

うち、設計に必要なデータを提示され

たが（図面に地表面や遺構面の高さの

みが表示されているもの）、その意味
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年に確認した近世包含層とを結んだ

ラインが保存すべき遺構面と捉え、

100 ㎜の緩衝を設定して南側で標高

12.4m、北側で標高 12.2m を掘削限

界高さとして設定した。 

・その上で、外構全体の排水勾配や既存

施設との取合せを考慮して六番御蔵

の蔵跡表示の高さ設定を行った結果、

南側では掘削限界高さより低い標高

12.35m に、北側では標高 12.21m に

基礎底面が来る設計とした。（実際に

は、石列は標高 12.3m 12.35m 前

後の位置にほぼフラットに存在し

た。） 

やデータをどのように設計に反映さ

せるべきか、相互に正確に確認しなか

ったため、それを正しく設計に反映す

ることができなかった。 

・保存整備室は、排水勾配や既存施設と

の取合せなど、一般の土木工事の考え

方に基づいて外構の仕上げ高さ設定

を行ったが、設計内容の矛盾について

チェックする体制ができていなかっ

た。 

・掘削の詳細な高さ設定について、保存

整備室と調査研究センターは、情報共

有できていなかった。 

・また、桝や管きょなどの深く掘削する

特定の工種のみ人力施工の指定とし

ており、蔵跡表示については設計上で

人力施工の指定をしていなかった。 

・保存整備室と調査研究センターで詳

細な設計内容についての打合せがで

きておらず、史跡における適切な設計

ができなかった。 

・調査研究センターには、整備工事は、

直接担当するわけではないとの意識

があり、設計に積極的に関与すること

が少なく、設計内容をしっかり確認し

なかった。 

現

状

変

更

許

可

申

請 

・保存整備室は現状変更許可申請に立

会いをすべき工種を明記したことで、

許可条件の学芸員の立会いは明記し

た工種のみで良いという認識であっ

た。 

・保存整備室が作成した現状変更許可

申請の書類を、調査研究センターでは

・保存整備室は、史跡整備の経験不足を

補うことができず、現状変更許可の条

件について工事担当者に甘い認識を

持たせてしまった。 

・調査研究センターと詳細な申請内容

についての打合せが不足していたた

め、具体的な内容についての検討が行
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十分にチェックすることができなか

った。 

・また決裁に際しても内容の意図を確

認しなかった。 

われなかった。 

・保存整備室及び調査研究センターは、

決裁は見ているが、内容の意図まで確

認せず、認識の違いに気付けなかっ

た。 

有

識

者

の

関

与 

・有識者に諮り、指導・助言をいただく

という手続きを欠いており、設計上の

問題点に関するチェック機能が働か

なかった。 

・平成 24 年度の試掘に関しては、12 月

7 日に現場視察していただいたうえ

で、12 月 21 日の全体整備検討会議

に調査結果を報告した。 

・外構設計については、平成 30 年 12

月 20 日の全体整備検討会議に概要を

報告し、細部については個別に相談さ

せていただくこととした。 

・平成 30 年度の試掘調査結果は全体整

備検討会議には報告しなかった。 

・平成 30 年 12 月の全体整備検討会議

の報告に基づき、令和元年の 6 月から

8 月にかけて座長、副座長に蔵跡や水

路跡の平面位置の設定や既存樹木の

取扱い、使用石材について個別に相談

したが、蔵跡表示の高さ設定について

は具体的に相談しなかった。 

・埋蔵文化財を取り扱う部会が不明確

であったため、全体整備検討会議に報

告したのみであった。 

・事業スケジュールがタイトであった

こともあり、全体整備検討会議に諮る

という必要な手続きを行わず、個別相

談で済ませてしまった。 

工

事

施

工

・

・保存整備室は、施工業者の日々の作業

内容の把握ができていなかった。 

・学芸員は、立会い依頼を受けた地点以

外で施工されている作業内容を把握

・保存整備室は、日々の作業内容や工程

表の提出について施工業者への指示

が不十分だった。 

・保存整備室は、具体的な作業内容、工
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立

会

い

実

施 

しておらず、重機が動いていることは

知っていたが、掘削が行われているこ

とには気付かなかった。 

程について、把握できていなかったこ

とから、調査研究センターへの説明、

情報発信が不足していた。 

・調査研究センターは、工事に関しては

保存整備室が行っていることから、主

体的に関わっておらず、工事の全体

像、工程、当日の作業予定などを把握

していなかった。 

・担当学芸員は、掘削する個所すべてに

ついて立会いが必要だと保存整備室

にも施工業者にも伝えていたが、保存

整備室の現状変更許可条件について

の認識が甘く、施工業者に明確に指示

しなかったので、施工業者は、そのよ

うな認識を持っていなかった。 

・工事前の保存整備室と調査研究セン

ターとの打合せにおいて、立会いを行

う範囲について齟齬があることを担

当者は認識していたが、組織的に解決

できず、保存整備室の立会いについて

の認識を変えることができなかった。

・立会いについて、文化財保護室との役

割分担が不明瞭で、現状変更許可条件

と齟齬があった。 

・現状変更許可申請の内容を十分確認

しないまま、学芸員の立会いについて

慣例的な役割分担に従って行った。 

・施工業者は設計図面に明記された場

所について立会いが必要だと認識し、

施工上、優先して欲しい個所の立会い

依頼をしていたが、それ以外の地点の

立会いについては確認しなかった。 

・保存整備室は、史跡整備の経験不足か

ら現状変更許可の条件について甘い

認識を持っており、立会いに関して施

工業者に適切な指示ができなかった。

・調査研究センター内では立会い調査

の成果、進捗状況の確認が不徹底であ

り、組織内での共通の理解がなかっ

た。 

・学芸員は日報の作成はしていたが、供

覧や報告をすることにはなっていな

かった。 

・保存整備室は、遺構に関する情報、遺

構検出時の取扱いなどについて、施工

業者に具体的に説明していなかった。 

・仕様書に「特別史跡であり、地上及び

地下に埋もれている遺構を破壊する

ことは許されない」という一般的な記
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・施工業者は、石列が遺構であるという

認識が無いまま、施工を進めた。 

載はしてあるが、保存整備室はそもそ

も遺構に到達しない設計をしている

認識があったので、施工業者に遺構検

出時の取扱いなどについて指示して

いなかった。 

・平成 24 年度、平成 30 年度に行った

試掘調査結果について、保存整備室は

施工業者に対して説明していなかっ

た。 

・そのため、施工業者は該当箇所から遺

構の石列が出てくることを想定でき

ず、また他の個所で近代の構造物の石

材を撤去していたので、石列が遺構だ

という認識を持っていなかった。 

・発注に際して、史跡内における施工実

績を入札参加資格にしていなかった。 

・保存整備室から施工業者に特に人力

での施工指示をしていなかったため、

施工業者は、遺構の存在の可能性につ

いての認識も無かったことから、重機

による施工を行った。 

・保存整備室は、遺構面に近接した部分

の掘削に関する認識が甘く、人力での

掘削を指示しなかった。 

【教育委員会事務局文化財保護室】 

段階 事故につながった問題点 問題点が生じた原因 

設

計 

・現状変更の内容、現状変更許可申請書

の記載方法、工事施工にともなう地下

遺構・遺物包含層への影響等につい

て、保存整備室から個別に相談を受

け、複数回打合せを行った。その際、

地下の遺構等の状況については、調査

・設計段階での打合せは、保存整備室と

文化財保護室それぞれの担当間での

個別の打合せしか行っておらず、関係

職員が集まった形での打合せは行っ

ていなかった。そのため、複数人の視

点からの検討が行われなかった。 
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研究センターの学芸員に確認をする

ように伝えた。 

・西の丸地区の遺構や、遺物包含層の状

況について、文化財保護室では詳細を

把握していなかった。 

・遺構への影響の判断について、保存整

備室から調査研究センターの学芸員

に確認してもらうよう依頼したのみ

で、文化財保護室自身で詳細を把握す

る作業を行っていなかった。 

現

状

変

更

許

可

申

請

・保存整備室からの資料等による事前

説明を受け、その内容から「史跡に与

える影響をできる限り軽減し、史跡に

対して十分に配慮した計画になって

いると考えられる」と判断した。 

・遺構への影響の判断について、保存整

備室からの説明のみで判断し、文化財

保護室自身で詳細を把握する作業を

行っていなかった。 

工

事

施

工

・

立

会

い

実

施 

・文化財保護室の学芸員は現場におけ

る日々の立会いを行っておらず、立会

いにより施工状況を直接確認したの

は数回にとどまっていた。 

・文化庁からの許可条件である「施工に

際して、名古屋市文化財担当部局職員

（埋蔵文化財担当）の立会いを求める

こと」に対して、日々の立会いは調査

研究センターの学芸員が行い、節目節

目に文化財保護室学芸員が立会いを

行っていた。 

・文化財保護室では、施工の具体的なス

ケジュールを把握していなかった。 

・日々の立会いについては、名古屋城総

合事務所において必要な調整が図ら

れているものと思い、文化財保護室か

ら学芸員が常駐して立ち会うように

との指示はしていなかった。 

・施工時の立会いの頻度や方法、工事発

注の留意点（資格要件や特記事項）な

どについて、名古屋城ではこれまでも

史跡整備が行われてきていることか

ら、文化財保護室から意見を述べた

り、情報提供をしたりすることがなか

った。

・施工段階において、掘削工事の進め方

等について、文化財保護室から具体的

な指導や助言は行っていなかった。 

・施工時の立会いの頻度や方法、工事発

注の留意点（資格要件や特記事項）な

どについて、名古屋城ではこれまでも

史跡整備が行われてきていることか
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ら、文化財保護室から意見を述べた

り、情報提供をしたりすることがなか

った。

・一部の工事については、事前に施工日

を聞いていたが、その他の部分につい

ては事前の情報提供や、工事工程表の

提供などは受けていなかった。また、

文化財保護室から工事工程表の提供

を求めることもなかった。 

・き損が生じた箇所の施工について、重

機を主とした掘削であることは事前

には知らなかった。

・関係者が集まった形での打合せに文

化財保護室は参加しておらず、文化財

保護室として施工のスケジュールや

施工方法の具体的な選択について把

握していなかった。 

以上のように今回のき損事故が発生するに至った原因を段階ごとに詳細に

分析した結果、今回の事故の経緯は、次のように整理できる。 

・整備に先立ち試掘調査を行ったが、遺構の状態を確認するには十分とは言え

ない調査であった。 

・その試掘調査に基づき、外構工事の設計を行った際、保存整備室と調査研究

センターの間で、十分な情報共有ができず、また内容をしっかり確認しなか

ったため、本来、掘削を行わないように設計するべきところ、掘削を伴う設

計としたばかりでなく、掘削の深さの設定が適切ではないという事態が生じ

た。 

・この設計に基づき、現状変更許可申請を行ったが、保存整備室では、申請書

に立会いを行うことを明記した部分についてのみ立会いが必要との認識で

あった。また、この段階での工事内容についてのチェックが名古屋城総合事

務所においても、教育委員会事務局文化財保護室においても適切に行われな

かった。 

・保存整備室では、立会いを明記した部分についてのみ調査研究センターに立
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会いを依頼した。調査研究センター学芸員は、立会いを行う範囲に齟齬があ

ることを認識していたが、組織的に解決することができず、齟齬を解消する

ことができなかった。 

・工事の施工段階においては、保存整備室では日々の作業内容を把握しておら

ず、学芸員も立会い依頼があった地点以外の状況を把握していなかったため、

当該地点で掘削が行われることを誰も把握していなかった。 

・そのような中、当該地点における学芸員の立会いがない状態で施工業者が掘

削を行ったが、人力との指示がなく、また遺構についての説明も行わなかっ

たため、石列が遺構であるとの認識がないまま重機により掘削を進め、遺構

を大規模にき損した。 

・また、この間、有識者に諮るという手続きを行わなかったため、有識者のチ

ェックを受けることがなかった。 

 こうした経緯により今回のき損事故が発生したが、その原因は、前掲のそれ

ぞれの問題点の生じた原因を整理して、次のように把握した。 

（1）各種の工事等から史跡を保存するという基本的な考え方について、名古

屋城総合事務所内における共有・連携の仕組みが十分ではなく、それぞれ

の組織・個人が独自の判断をしていた。 

（2）名古屋城総合事務所内の整備部門と調査部門の間の意思疎通を図る機会

や仕組みが十分でなく、さらには教育委員会事務局文化財保護室との役割

分担が不明確であったために、問題点を確認し、修正することができなか

った。 

（3）工事に至るまでの各段階におけるチェック機能が適切に果たされなかっ

た。 

（4）実際の工事現場での工事監督・立会いが適切に行われているかを確認し、

修正することができなかった。 

（5）国民の財産である特別史跡を管理していることの認識の徹底や、名古屋
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城総合事務所の職員の知識・経験の向上など、中長期的、継続的に取り組

むべきことが十分に行われてこなかった。 

 これらの原因が各段階において積み重なったことで、重大な事態を招くこと

となった。特別史跡を管理しているという責任を深く自覚し、あらゆる段階で

起こりうるミスすべてを未然に防ぐための仕組みを講じることが、今回の事故

の教訓を生かし、こうした事故の再発を防止する策となると考える。 
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4．再発防止対策 

 〈基本原則〉 

特別史跡名古屋城跡は、文化財保護法の規定に基づき、史跡名勝天然記念

物のうち特に重要なものを国が指定したものであり、国の宝、国民の貴重な

財産を、国の信頼に基づき本市が管理していることを全職員が深く自覚する。 

  そして、今後の管理運営にあたっては、遺構等特別史跡全体の適切且つ厳

格な保存を最優先にし、その大前提の上に立って、決して遺構等の保存に影

響を及ぼすことのないよう、慎重に整備・活用を図っていくべきことを再認

識し、組織的に共有する。

（1）史跡の保存のための基本的な考え方の徹底と共有 

○史跡の保存に影響を及ぼす可能性がある行為の計画に際しての基本的な

考え方の徹底 

・史跡の保存に影響を及ぼす可能性がある行為を計画・実施する際の基本

的な考え方、取るべき手続きなどについて年度当初に名古屋城総合事務

所職員全体に対し研修を行い、留意事項に示す基本的な考え方に沿って、

工事等の事業の計画・立案がなされるための意識付けを行う。 

（留意事項）  

・名古屋城内において、工事等を実施する際には、遺構に影響を与える現

状変更自体を極力行わないこととし、現状変更許可が必要な場合には、

『特別史跡名古屋城跡 保存活用計画』に定める取扱基準に従い、計画、

申請する。その際、掘削を伴う工事については、掘削が不可避であるか否

かを十分に検討し、可能な限り掘削を伴わない計画とする。 

・やむを得ず掘削を伴う計画を立てる場合は、工事計画地点及び周辺につ

いて、過去の掘削履歴を調べ、新規の掘削を行わない、あるいは保護の盛

土を施し、盛土内の掘削となる計画とする。 
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・新規の掘削を行う場合については、新規の掘削の範囲を最小限とする計

画とする。また、過去の発掘調査成果や文献資料の調査を行い、当該地点

に想定される遺構などの情報を精査し、遺構への影響が最小限となるよ

うな計画とする。この場合、教育委員会事務局文化財保護室、文化庁との

協議を行い、その取扱いを決定する。 

・なお、整備事業など大規模な工事の場合、掘削を行わない場合でも遺構

に影響を与える可能性が想定されるため、過去の掘削履歴や文献資料の

調査に加え、必要に応じて試掘調査を計画し、遺構への影響を最小限に

とどめるよう配慮する。 

○史跡の整備事業の進め方の整理と共有 

・史跡の整備事業について、統一的な方針や具体的な手順に基づいて事業

を進める。整備事業の進め方についての考え方を整理し、別途ガイドラ

インとしてまとめ、整備事業に関係する職員が共有する。 

（2）組織間の意思疎通と役割分担の明確化 

設計段階から工事施工段階に至るまで、各段階において、打合せの場を必

ず設け、その打合せを行わないと次の段階に進めないこととし、確実な意思

疎通を行う機会と仕組みを確保する。 

（留意事項） 

＜設計段階＞ 

・設計を検討する段階において、名古屋城総合事務所の担当職員から名古

屋城調査研究センター及び教育委員会事務局文化財保護室の学芸員に対

し、資料及び口頭により計画内容の事前説明をする。 

・設計がまとまった段階で、名古屋城総合事務所の担当職員、名古屋城調

査研究センター及び教育委員会事務局文化財保護室の学芸員、設計受託

業者のすべてが参加する打ち合わせの場を必ず設け、複数の目による多
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角的な視点で設計内容の相互チェックを行い、設計内容を精査し精度を

高めるとともに、設計内容に関する関係者の認識共有を確実に図る。 

＜現状変更許可申請段階＞ 

・後述する（3）現状変更許可申請の提出時のチェック体制の強化に示す手

続き・打合せを行う。 

＜工事施工段階＞ 

・名古屋城総合事務所の担当職員、名古屋城調査研究センター及び教育委

員会事務局文化財保護室の学芸員、工事請負業者のすべてが参加する打

合せの場を必ず設け、その際、施工を予定する現場での確認も行い、複数

の目による多角的な視点で作業内容の相互チェックを行うとともに、現

場の状況及び作業手順に関して、関係者間における認識の違いを生じさ

せないよう共通の認識を持つ。 

・現状を変更する行為を行う場合には、その作業状況を写真撮影による記

録の他、動画も撮影して記録・保存し、適切に作業が行われているかどう

かの確認及び検証のために使用する。 

・学芸員の立会いについては、日々の作業に伴う立会いは名古屋城調査研

究センター学芸員が行い、作業工程上の節目における立会いは教育委員

会事務局文化財保護室学芸員が行う。教育委員会事務局文化財保護室学

芸員が立会いを行う時期や箇所については、あらかじめ施工に関する関

係者すべてが参加する打ち合わせにおいて決定しておく。 

・立会いの体制については、現状変更許可申請書に正確に記載した上で、文

化庁の許可を得る。 

＜日常の点検と関係者の情報共有＞ 

・施工業者は、月間、週間工程及び日々の作業内容を書面により関係者全

てに通知する。 
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ア） 月間工程は、前月の月末までに通知 

イ） 週間工程は、前週の金曜日までに通知 

ウ） 日々の作業内容は、作業日の前日の作業終了時までに通知 

・提出する書面には、作業を行う場所、作業内容を時間単位で示し、作業 

人員、工事車両、使用する重機等を詳細に明記し、名古屋城総合事務所、

名古屋城調査研究センター、教育委員会事務局文化財保護室に情報提供

を行う。 

（3）各段階におけるチェック機能の強化 

○現状変更許可申請の提出時のチェック体制の強化 

・名古屋城総合事務所が行う現状変更許可申請は、国が許可するもの、市

教育委員会が許可するものを問わず、名古屋城調査研究センターが一元

的に集約したうえ、名古屋城管理事務所内での確認の場においてその妥

当性について検討を行う。 

・現状変更許可申請の前には、名古屋城総合事務所の担当職員、名古屋城

調査研究センター及び教育委員会事務局文化財保護室の学芸員による検

討会議を開催し、内容が適切であるか、チェックを行う。 

（留意事項） 

・現状変更許可が必要な整備等については、その重要度について客観的に

判断するための基準を設け、重要度に応じた標準処理期間を設定して、

必要な検討や関係者間の協議が確実に行われるようにする。 

・文化庁からの許可通知が下りたら、教育委員会事務局文化財保護室は名

古屋城総合事務所の担当職員と面談の上で、書面及び口頭で許可条件を

はじめとする注意事項を説明する。 

○有識者会議によるチェック機能の発揮

・全体整備検討会議の運営を見直し、埋蔵文化財を担当する部会を明確化
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するとともに、設計段階、工事施工段階において、有識者会議による指

導・助言を受けるという手続きを厳格化する。 

（留意事項） 

＜設計段階＞ 

・設計段階において、現状変更許可申請を文化庁に提出する前に、全体整

備検討会議または担当部会に議題として諮り、現状変更許可申請の内容

について指導・助言を仰ぐ。 

・教育委員会事務局文化財保護室において、現状変更許可申請書の内容を

チェックし、副申を添えて文化庁に進達する段階に際しても、有識者の

助言を受けられる体制を整備する。 

＜工事施工段階＞ 

・施工業者が決定し施工計画が提出された段階で、担当部会の構成員に情

報提供するなどし、施工計画について指導・助言を仰ぐ。 

・また、工事施工中の節目における有識者による確認・立会い及び現地指

導について必要性を担当部会座長と相談のうえ、実施し、確認・立会いの

結果については、すべての部会構成員に情報提供した上で意見を伺う。 

（4）工事現場で工事監督・立会いを適切に行うための統一的な手順の明確化

○工事における手順の明確化 

・名古屋城内において工事等を行う際に、工事の計画・設計から現状変更

許可申請、工事施工の各段階にわたり、工事監督及び立会いについて組

織として統一された適切な手順を明確化する。 

（留意事項） 

・名古屋城総合事務所の担当職員、名古屋城調査研究センター及び教育委 

員会事務局文化財保護室の学芸員が工事等の各段階において行うべき標
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準的な業務、打合せや協議、共有すべき情報、チェック体制等について定

めたマニュアルを別途作成し、関係職員に周知徹底する。 

○学芸員による確実な立会いの実施 

・城内における工事施工に際しては、必ず本市の学芸員が立会いを行うこ

ととし、作業が計画どおりに行われているか、遺構に影響を及ぼすよう

な作業が行われていないか、計画上予見していなかった問題が生じてい

ないかを確認する。 

（留意事項） 

・対象となる作業は、その如何を問わず、すべての作業を対象とし、学芸 

員の立会いができない場合は、原則、作業を行わない。 

・施工にあたって、遺構への影響が少しでも懸念される状況があった場合

には、作業を止め学芸員に判断を仰ぐことを、施工業者に対して徹底さ

せる。 

・立会いの役割分担については、前述（2）組織間の意思疎通と役割分担の

明確化に示す役割分担を守る。 

・不測の事態が生じたときには、名古屋城調査研究センター学芸員と教育

委員会事務局文化財保護室学芸員が協議し、必要に応じて文化庁の判断

を仰いだ上で、対応方針を決める。 

（5）特別史跡を適切に管理するため、今後継続的に取り組む対策 

○職員の特別史跡に対する意識の改革と能力の向上 

・名古屋城総合事務所及び名古屋城調査研究センターに新規採用された職

員及び人事異動により配属された職員、嘱託職員及び臨時職員に対して、

特別史跡名古屋城についての研修を実施する。また、教育委員会事務局

文化財保護室職員が文化財保護法上の手続き、留意点について研修を実

施する。 
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（留意事項） 

・特別史跡の保護にあたっては、個人の意識の問題に加え、組織としてど

のように取り組むか、更には組織間の業務分担をどのように行うか、改

めて確認する必要がある。整備と調査研究の間、活用と調査研究の間等、

意識の違いが生じないよう、定期的に意見交換を行う場を設定する。 

○学芸員の能力・経験の向上 

・名古屋城調査研究センター及び教育委員会事務局文化財保護室の学芸員

が十分な役割を果たせるよう、組織のレベルでも、個々の職員のレベル

でも、知識・経験の向上をはかる。 

（留意事項） 

・調査・研究の実務を通じて知識・経験の向上をはかることに加え、外部有

識者を招いた研修会や、他城郭などの先進事例を学ぶ機会を設ける。 

・名古屋城調査研究センターにおいても、個々の職員の知識・経験を、組織

共有の知識・経験とし、組織としての能力の向上を果たせるよう、内部で

の研修会を行うほか、日々の連絡・報告を徹底し、情報共有を図る。 

○事業執行体制の強化 

・名古屋城総合事務所の事務執行体制を強化し、特別史跡を適切に保存・

整備し活用を図っていくため、組織改正等も含め、事務執行体制を強化

する。 

（留意事項） 

・名古屋城調査研究センターに所属する学芸員の体制強化と、ベテランか

ら新人まで均衡のとれた職員体制の構築を検討する。令和 2 年度は、考

古を担当する学芸員を 3 名増員するとともに、人事異動により、経験豊

富で現場での即戦力となる人材を配置する。 
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・名古屋城内で行われる各種史跡工事の適切な品質管理、工程管理、安全

管理等を担保するため、市役所内の技術部門である住宅都市局営繕部と

定期的に協議の場を設置し、緊密に連携を図る。 

・今後名古屋城内で様々な工事が予定されているため、自らが適切に品質

管理、工程管理、安全管理等を行うための技術指導部門を設置すること

を検討する。 

○外部監査制度の導入 

・この度のような特別史跡をき損する事故が二度と起こらないよう、再発

防止対策が名古屋城総合事務所において適切に実施・運用されているか、

さらなる対策の必要性があるか否かについてチェックするため、年に 1

回、文化庁、愛知県、有識者等で構成する外部監査委員会を設置し、外部

の目でチェックをする体制の構築を検討する。   

5. き損の状態と今後の修復方針 

今回のき損により、六番御蔵の東辺の基礎部分に存在した石列の石材の内、

66 個（平石 10 個、間知石 56 個）が原位置から取り外され、数箇所に集め

られている。原位置あるいは原位置近くに残されている石材は約 30 個であ

る。 

  現在石材が残存していない部分の長さと、原位置から取り外された石材の

数及び大きさから判断すると、全体を修復するためには、間知石、平石いず

れも数個程度不足していると思われるが、石列が概ね復元できる数量の石材

が残されている。 

  これらの石材を用いて石列を修復するため、今後行うべき調査、その成果

の分析、修復の方針や具体的な方法などについて、有識者に諮りながら、別

途計画として定める。 
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6．まとめ 

今回、名古屋城内の外構工事において遺構をき損すると言う重大事案が発

生した背景には、保存整備室関係者の特別史跡内における遺構保存に対する

認識の甘さと、保存整備室、名古屋城調査研究センター学芸員、教育委員会

事務局文化財保護室の間での情報共有が十分でなかったことに原因の一端が

ある。 

お互いが、「伝わっているだろう」、「分かっているだろう」、「知っているだ

ろう」と思い込み、しっかりと確認もせず曖昧なままで意思疎通が図られて

いなかった上、正確な情報伝達もできていなかったことは反省すべき点であ

る。 

情報の共有ができておらず、情報の伝達も曖昧なままであったため、結果

的に多くの担当者で現場を監理していたにもかかわらず、複数の目による多

角的な視点での相互チェックが十分に機能していなかった。 

さらに、工期に追われ、本来、全体整備検討会議等に諮った上で現状変更

許可申請を文化庁に提出すると言う手順についても行なわれていなかったこ

とで、有識者によるチェック機能も有効に働いていなかった。 

この様に、事業を進める一連の流れの中で起こった、様々な要因が複合的

に絡み合って、今回のように重大な事故が発生したものと考えられるため、

この再発防止策は、設計から施工までの各段階における対策を構築したもの

である。 

また、今後も名古屋城において、重要文化財の保存・修復、遺構の発掘調

査、集客のための各種イベント等が予定されていることから、これらに関与

する民間企業なども対象として、再発防止策が厳守されるよう、すべての入

城者に対し注意喚起・事前研修を徹底し再発防止に努める。 



資料３－１

○解体と復元を一体で現状変更許可を取得する場合のイメージ 

発掘調査等 現天守閣解体 
穴蔵石垣の 

調査等 
天守閣木造復元 

審議を継続

現状変更
許可申請

現状変更
許可申請

現状変更許可

内堀発掘
調査・分析

現状変更
許可申請

現状変更許可

追加調査

御深井丸
発掘調査

現状変更
許可申請

現状変更許可

穴蔵内部
試掘調査

追加情報
の提出

保全方針策定

復元計画の
再検討及び
基礎構造の
検討

復元検討
委員会

現状変更許可申請（解体・復元の一体化）

現状変更許可

解体
（上部）

解体
（穴蔵部）

穴蔵石垣
の解体・
発掘調査

調査結果の反映

現状変更許可
の変更

復元

穴蔵土間撤去ＥＶ棟解体



資料３－２

名古屋城天守閣整備事業にかかる「新たな工程」の素案 

※ 現時点において不確定な要素については点線で表示

＜基本的な方針＞ ◎ 天守閣木造復元が実現可能な手順、工程とする 

◎ 石垣等遺構の調査・保全については、全力を挙げて取り組む 

◎ 現天守閣解体と天守閣木造復元を一体として現状変更許可を取得する 

○ 復元工事の期間については基本的に変更しない 

○ 工程の見直しについては今年度中に全体整備検討会議に諮り、その後石垣部会、天

守閣部会に諮った後、再度全体整備検討会議に諮り確定する 

年度 2019（R1） 2020（R2） 2021（R3） 2022（R4） 2023（R5） 2024（R6） 2025（R7） 2026（R8） 2027（R9） 2028（R10） 

現状変更許可 

（文化庁）

地元有識者会議 

石垣等遺構保全 

木造天守閣復元 

石垣詳細
調査

内堀堀底
発掘調査

天守台石垣外観
調査の修正

石垣保全方針に基づき応急対策を実施

天守台石垣追加調査

穴蔵石垣発掘調査穴蔵石垣試掘調査

内堀堀底追加調査

実施設計 実施修正設計

基礎構造検討

木材の製材・保管木材の調達

準備工事 復元工事（工期：31 カ月）

★

文
化
審
議
会

追
加
情
報

★

文
化
審
議
会

解
体
・
復
元

本体解体
（穴蔵）

本体解体
（地上）

ＥＶ棟解体

穴蔵土間撤去

構台・桟橋
・内堀保護工

素屋根・見学施設

復元検討委員会 

◆

天
守
台
石
垣
保
存
方
針

◆

追
加
情
報

地元有識者会議を適宜開催 

◆

復
元
の
現
状
変
更
許
可
申
請
書

基本構想の精査・補強

御深井丸遺構調査


